
Ⅱ 人口動態統計 
 

＜埼玉県の人口動態概況（確定数）について＞ 

これは、厚生労働省が平成２３年１月から平成２３年１２月までの人口動態調査票を集

計したものを年計として公表するものです。 

 また、期間中に以下のとおり市町村の合併がありましたが、この概況においては、平成  

２３年１２月末日現在の市区町村名で集計しました。 

 

     平成２３年１０月１１日 川口市、鳩ヶ谷市 → 川口市 

 

【利用上の注意】 

 平成２３年は通常の年のため、諸率の算出に用いた人口は、以下のとおりとなっていま

す。 
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１ 人口動態の概況（平成２３年１月～１２月） 

 

（１）出生数＜減少＞ 

 出生数は58,059人で前年に比べ1,378人減少し、出生率は人口千人に対し8.2で、前年

と比べ0.2ポイント低下した。 

（２）死亡数＜増加＞ 

  死亡数は57,670人で前年に比べ2,183人増加し、死亡率は人口千人に対し8.1で、前年

と比べ0.3ポイント上昇した。 

（３）乳児死亡数＜減少＞ 

  乳児死亡数は109人で前年に比べ24人減少し、乳児死亡率は出生千人に対し1.9で、

前年と比べ0.3ポイント低下した。 

（４）自然増加数＜減少＞ 

  自然増加数は389人で前年に比べ3,561人減少し、自然増加率は人口千人に対し0.1で、

前年と比べ0.5ポイント低下した。 

（５）死産数＜増加＞ 

  死産数は1,393胎で前年に比べ18胎増加し、死産率は出産(出生＋死産)千人(胎)に対し

23.4で、前年と比べ0.8ポイント上昇した。 

（６）周産期死亡数＜増加＞ 

  周産期死亡数は255人(胎)で前年に比べ3人(胎)増加し、周産期死亡率は出産千人(胎)

に対し4.4で、前年に比べ0.2ポイント上昇した。 

（７）婚姻件数＜減少＞ 

  婚姻件数は36,227件で前年に比べ2,933件減少し、婚姻率は人口千人に対し5.1で、前

年に比べ0.4ポイント低下した。 

（８）離婚件数＜減少＞ 

  離婚件数は13,547件で前年に比べ778件減少し、離婚率は人口千人に対し1.90で、前

年に比べ0.12ポイント低下した。 

 

表－１ 人口動態の概況（対前年比較） 
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２ 各 論 

 

（１）出 生 

  ア 出生数及び出生率 

平成23年の出生数は58,059人で、前年の59,437人より1,378人減少した。 

出生率を年次推移でみると、昭和48年の106,008人をピークに平成２年まで減少し

続け、その後増加と減少を繰り返していた。平成13年から５年連続で減少し、平成 

18年は６年ぶりに増加したが、平成19年からは再び減少傾向にある。 

出生率は、人口千人に対し8.2で前年の8.4を0.2ポイント下回った。全国の出生率

は8.3であった。 

出生率の年次推移をみると、第２次ベビーブームの昭和46年の24.0以降低下を続

け、平成元年に10.1となり、その後増加と減少を繰り返しながら10.0前後で推移して

いた。平成13年から５年連続で減少し、平成18年は６年ぶりに増加したが、平成19

年から再び減少傾向にある。 

なお、昭和41年にみられる出生率の低下は、丙午(ひのえうま)によるものである。 

 

  表－２ 出生数及び出生率の年次推移 
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  イ 都道府県別にみた出生率 

本県の出生率は、平成３年以降はわずかながら全国を上回る状態であったが、平

成20年は再び全国を下回り、平成21年に同率となったものの、平成22年以降再び下

回っている。 

都道府県別にみると、本県は、昭和49年から昭和52年までは、高率順で沖縄県に

次いで第２位であった。しかし、昭和53年以降順位を落とし昭和61年には41位まで

下がった。その後回復し、平成７年には４位となったが、近年は、平成21年20位、

平成22年22位、平成23年25位となっている。 
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 表－３ 都道府県別にみた出生率 
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  ウ 市町村別にみた出生率 

市町村別にみると、高率順では、滑川町(12.2)、戸田市(11.3)、和光市(11.0)の順で

ある。また、低率順では、東秩父村(2.7)、鳩山町(3.8)、吉見町(4.3)の順である。 

 

 表－４ 市町村別にみた出生率（高率順）   
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  エ 出生順位別にみた出生の動向 

出生順位別に出生数の構成割合の年次推移をみると、第１子の割合は昭和60年   

 (42.0%)から平成6年(49.8%)まで増加を続けていた。しかし、平成７年以降は増減を

くり返し、平成15年からは減少傾向にあった。平成21年は再び増加したが、平成22

年は減少し、平成23年は前年と同じで48.4%だった。 

また、第２子の割合は昭和55年(42.7%)以降減少を続けていたが、平成６年から平

成８年にかけてやや増加した。その後は再び増減をくり返し、ここ数年は37%前後で

推移している。 

  

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

表－５ 出生順位別にみた出生数及び構成割合の年次推移 
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  オ 母の年齢階級別にみた出生の動向 

母の年齢階級別に出生数の構成割合をみると、25～29歳の母からの出生は昭和51

年の57.0%をピークとして減少しており、平成23年は27.6%である。 

また、24歳以下は平成５年以降減少傾向にあり、平成23年は9.9%で前年の10.4%

を0.5ポイント下回った。 

30歳以上は増加を続け、平成19年からは出生数全体の６割を超え、平成23年は  

62.5%となった。 
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（２）死 亡 

  ア 死亡数及び死亡率 

死亡数は57,670人で、前年の55,487人より2,183人増加した。 

死亡率は、人口千人に対し8.1で前年の7.8を0.3ポイント上回った。全国(9.9)より 

1.8ポイント下回っている。 

死亡率の年次推移をみると、昭和35年7.9、昭和45年5.7、昭和50年4.7、昭和55年

4.5と低下し、以降4.5前後で推移していたが、昭和61年以降上昇傾向に転じた。 

都道府県別にみると、本県の死亡率は昭和60年以降平成13年まで、昭和62年を除

き低率順で第１位、平成14、15年は沖縄県に次いで第２位、16年からは沖縄県及び

神奈川県に次いで第３位となっている。 

 

表－６ 死亡数及び死亡率の年次推移 
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  イ 死因 

  （ア）死因順位 

平成23年の死亡数を死因順位別にみると、第１位は悪性新生物 17,424人(死亡総

数の30.2%)、第２位は心疾患 9,785人(17.0%)、第３位は肺炎 5,949人(10.3%)、第

４位は脳血管疾患 5,790人(10.0%)、第５位は老衰 1,938人(3.4%)、第６位は自殺  

1,586人(2.8%)、第７位は不慮の事故 1,536人(2.7%)となっている。 

死亡率(人口10万対)を前年度と比べると、悪性新生物(244.8)が4.7ポイント、心疾

患(137.5)が3.2ポイント、肺炎(83.6)が6.0ポイント、脳血管疾患(81.4)が1.0ポイント、

老衰(27.2)が5.1ポイント上昇した一方、自殺(22.3)が0.8ポイント、不慮の事故(21.6)

が1.4ポイント低下した。 

   

 

表－７ 主な死因別死亡数及び死亡率（対前年比較） 
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死因別に死亡率(人口10万対)の年次推移をみると、悪性新生物は昭和55年以降概ね

上昇を続け、平成15年には200.0を超えた。また、昭和56年以降は死因順位第１位と

なり、平成23年の死亡総数に占める割合は30.2%となっている。 

心疾患は、昭和60年に脳血管疾患にかわり第２位となり、その後も緩やかな上昇

を続けており、平成14年から100.0を越えている。平成23年の死亡総数に占める割合

は17.0%となっている。 

脳血管疾患は昭和36年をピークに低下し、昭和56年には悪性新生物にかわり第２

位に、さらに昭和60年には心疾患にかわり第３位となり、その後も低下傾向にあっ

たが、平成23年には、肺炎にかわり第４位となり、死亡総数に占める割合は10.0%と

なっている。 

なお、平成６・７年の心疾患及び脳血管疾患の著しい変動は、死亡傾向が急激に

変化したものではなく、死因分類（ICD-10）及び死亡診断書の改正によるものと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※死因分類(ICD-10)及び死亡診断書の改正による影響 

  心疾患の平成6年から3年間は、大きく前年を下回っている。この低下は、平成7年1月施行の新しい

死亡診断書（死体検案書）における注意書き「死亡の原因欄には、疾患の終末期の状態としての心不

全、呼吸不全等は書かないでください」の影響が考えられる。 

  脳血管疾患は、平成7年は前年を大きく上回った。これは、死因分類の改正で、肺炎に影響を与えた

疾患として脳出血を死亡原因とするようになった影響が考えられる。 

  なお、逆に肺炎は減少している。 
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年齢階級別に死因別割合をみると、10～30歳代では自殺、40～80歳代では悪性新

生物、90歳以上では心疾患の割合が最も高くなっている。 
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 （イ）悪性新生物（がん） 

悪性新生物による死亡数は17,424人で、死亡総数の30.2%を占めている。全死亡者

のおよそ３人に１人は悪性新生物で死亡したことになる。 

年齢階級別にみると、70～79歳が5,839人で最も多く、80～89歳が4,391人、60～

69歳が4,193人の順となっている。 

また、各年齢階級の死亡総数に占める割合をみると、60～69歳が47.5%で最も多

く、50～59歳42.9%、70～79歳39.4%の順となっている。 

死亡率(人口10万対)は、244.8で上昇を続けている。全国は283.2である。 

 

表－８ 悪性新生物による死亡数及び割合（年齢階級別） 
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部位別にみると、「気管・気管支及び肺」が3,383人(19.4%)で最も多く、次いで「胃」

が2,598人(14.9%)、「大腸」が2,271人(13.0%)の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－９ 悪性新生物部位別死亡数及び割合の年次推移 
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 （ウ）心疾患 

心疾患による死亡数は9,785人で、死亡総数の17.0%を占めている。 

年齢階級別にみると、80～89歳が3,408人で最も多く、70～79歳が2,234人、90歳

以上が2,148人の順となっている。 

また、各年齢階級の死亡総数に占める割合は、90歳以上が22.1%で最も多く、80

～89歳が18.6%、70～79歳が15.1%の順となっている。 

死亡率(人口10万対)は137.5で、増加と減少を繰り返しながらも上昇傾向にある。

全国は154.5である。 

 

表－１０ 心疾患による死亡数及び割合（年齢階級別） 
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 （エ）肺炎 

肺炎による死亡数は5,949人で、死亡総数の10.3%を占めている。 

年齢階級別にみると、80～89歳が2,528人で最も多く、90歳以上が1,775人、70～

79歳が1,171人の順となっている。 

また、各年齢階級の死亡総数に占める割合は、90歳以上が18.2%で最も多く、80

～89歳が13.8%、70～79歳が7.9%の順となっている。 

死亡率(人口10万対)は、83.6で近年は上昇傾向にある。全国は98.9である。 

 

表－１１ 肺炎による死亡数及び割合（年齢階級別） 
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 （オ）脳血管疾患 

脳血管疾患による死亡数は5,790人で、死亡総数の10.0%を占めている。 

年齢階級別にみると、80～89歳が2,124人で最も多く、70～79歳が1,394人、90歳

以上が1,107人の順となっている。 

また、各年齢階級の死亡総数に占める割合は、80～89歳が11.6%で最も多く、90

歳以上が11.4%、40～49歳が10.4%の順となっている。 

死亡率(人口10万対)は、81.4で近年は横ばいに推移している。全国は98.2である。 

 

表－１２ 脳血管疾患による死亡数及び割合（年齢階級別） 
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   (カ）不慮の事故 

不慮の事故による死亡数は1,536人で、前年に比べ99人減少した。 

年齢階級別にみると、80～89歳が447人で最も多く、次いで70～79歳が366人と続

いている。 

死亡率は、人口10万人に対し21.6で前年より1.4ポイント下回った。 

不慮の事故のうち交通事故による死亡数は315人で、前年に比べ15人増加し、死亡

率は、人口10万人に対し4.4で前年に比べ0.2ポイント上回った。 

全国は、不慮の事故47.1、交通事故5.3である。 

 

表－１３ 不慮の事故、交通事故による死亡数及び割合（年齢階級別） 

 

 

 

 

 

 

 

表－１４ 不慮の事故、交通事故による死亡数の年次推移 

. 
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  （キ）自 殺 

自殺による死亡数は1,586人(男性1,080人、女性506人)で、前年より56人減少した。

死亡率は、人口10万人に対し22.3で、前年の23.1を0.8ポイント下回った。 

年齢階級別にみると、60～69歳が307人 (19.4%)で最も多く、次いで70歳以上が 

 289人(18.2%)となっている。 

   

  

表－１５ 自殺による死亡数及び死亡率の年次推移 

 

 

 

 

 

 

表－１６ 自殺による死亡数及び割合の年次推移（年齢階級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



21 

 

 



22 

 

 （ク）妊産婦死亡 

妊産婦死亡は、3人であった。妊産婦死亡率は、出産10万人(胎)に対し5.0であった。 

  

表－１７ 妊産婦死亡数及び死亡率の年次推移 
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  ウ 市町村別にみた死亡率 

市町村別にみると、低率順では和光市(5.2)、戸田市(5.9)、鶴ヶ島市(6.3)の順であ

る。また、高率順では、横瀬町(15.7)、長瀞町(15.5)、美里町(15.4)の順である。 

 

表－１８ 市町村別にみた死亡率（低率順） 
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  （３）乳児死亡及び新生児死亡 

乳児死亡数は109人で、前年より24人減少した。乳児死亡率は、出生千人に対し  

1.9で前年の2.2を0.3ポイント下回った。 

乳児死亡のうち新生児死亡数は、48人で前年より14人減少した。新生児死亡率は、

出生千人に対し0.8で前年の1.0を0.2ポイント下回った。 

全国は、乳児死亡率2.3、新生児死亡率1.1であった。 

 

表－１９ 乳児死亡及び新生児死亡の年次推移 
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  （４）自然増加 

平成23年の自然増加数(出生数から死亡数を減じたもの)は389人で、前年の3,950

人より3,561人減少した。 

年次推移をみると、第2次ベビーブーム期の昭和46～49年には75,000人を超えてい

たがその後急激に減少し、平成15年に20,000人を、平成20年から10,000人を割って

いる。 

自然増加率は、人口千人に対し0.1で前年より0.5ポイント低下した。全国の自然増

加率は、△1.6であった。 

県内で自然増加数がマイナスの市町村は、63市町村中41市町村であった。 

 

  表－２０ 自然増加数及び自然増加率の年次推移 
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市町村別にみると、高率順では和光市(5.8)、戸田市(5.4)、滑川町(4.9)の順である。

また、低率順では、東秩父村(△12.2)、長瀞町(△10.6)、横瀬町(△9.3)の順である。 

 

表－２１ 市町村別にみた自然増加率（高率順） 
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  （５）死 産 

死産数は1,393胎で、前年より18胎増加した。 

死産率は、出産千人(胎)に対し23.4で前年の22.6を0.8ポイント上回った。全国   

(23.9)を0.5ポイント下回っている。 

また、死産の内訳をみると、自然死産は704胎で前年より14胎増加し、人工死産は

689胎で４胎増加した。 

 

表－２２ 死産数及び死産率の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

  （６）周産期死亡 

周産期死亡数は255人(胎)で、前年より3人(胎)増加した。 

周産期死亡率は、出産千人(胎)に対し4.4で前年より0.2ポイント上回った。年次推

移をみると、長期的に低下傾向にある。全国は4.1であった。 

平成７年の上昇は、周産期死亡の定義が変わり、後期死産が「妊娠満28週以後」

から「妊娠満22週以後」に改められたことに原因があるものと考えられる。 

 

表－２３ 周産期死亡数及び周産期死亡率の年次推移 
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  （７）婚 姻 

婚姻件数は36,227件で、前年の39,160件より2,933件減少した。 

婚姻率は、人口千人に対し5.1で前年の5.5を0.4ポイント下回った。全国は5.2であ

った。 

婚姻率の年次推移をみると、昭和46年の11.7をピ－クに低下し、昭和62年(5.6)を

ボトムに若干上昇したが、平成14年以降は低下傾向にある。 

 

表－２４ 婚姻件数及び婚姻率の年次推移 
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 平均初婚年齢は、夫31.1歳、妻29.2歳で、前年と比べると夫が0.2歳上昇し、妻は 

0.3歳上昇した。 

 

表－２５ 平均初婚年齢の年次推移 
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  （８）離 婚 

離婚件数は13,547件で、前年の14,325件より778件減少した。 

離婚率は、人口千人に対し1.90で前年より0.12ポイント下回った。全国は1.87であ

った。 

離婚率の年次推移をみると、昭和58年以降低下傾向にあったが、平成元年以降上

昇に転じた。平成13年をピークに低下に転じ、平成21年は上昇したものの、平成22

年以降再び低下傾向にある。 

 

表－２６ 離婚件数及び離婚率の年次推移 
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  （９）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は1.28で、前年の1.32を0.04ポイント下回った。全国は1.39であっ

た。 

平成16年（1.20）以降上昇傾向にあったが、平成23年は低下した。 

母の年齢階級別にみると、15～44歳の年齢階級で低下傾向が見られる。 

 

表－２７ 合計特殊出生率の年次推移（年齢階級別内訳） 
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